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年，併合罪最高 30 年），拘留（60 日未満），罰金がある。年以下の懲役には
年〜年間の執行猶予が可能であり，保護観察，損害賠償，贖罪寄付等の条件
を付加することができる。



















































































































































 少 年 年 齢
成人年齢が民事 20歳（民法 12条），刑事 18歳とされており，刑事責任年齢
は 14歳であるが，14歳から 18歳未満は刑の減軽の対象となる（刑法 18条）。
「少年」は 12歳以上 18歳未満とされているが（条），歳以上 12歳未満
の「児童」も少年保護事件の対象となる（85条の）。
 対 象 少 年







⑵ 触 法 少 年
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） 条文の訳語等については，九州少年法研究会「資料 台湾少年事件処理法」九大法学





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































 収 容 状 況









	年〜12 年 3.4％，15 年以上 5.5％（平均約 2.5 年）である。なお，刑期の上
限は 30 年で裁判官が刑期を決定する。

































































































































































































 収 容 状 況
































































第 お わ り に
 全般的な印象
今回，訪問・視察できた裁判所等の施
設は，いずれも近代的で機能性のよい建
物であった【写真 36・上】〔高雄少年及家
事法院〕，【写真 37・下】〔台南地方法院〕。
年少者，母子，犯罪被害者等に対しても，
きめ細かい配慮が払われ，一般市民への
広報活動も広く行われているようである。
台南地方法院には，見学専用に開放され
ている法廷もあった。また，各施設に絵
画・彫刻等の芸術品が置かれ，内装やデ
ザインも斬新で，芸術性などにも留意さ
れた施設となっていた【写真 38】〔士林地
方法院の玄関ホール〕。また，裁判官，調
査官，保護官等の職務熱心さ，高い専門
性などが感じられた。
成人刑務所では受刑者の刑務作業の効
率性・収益性の高さ，少年刑務所では少
年院とほぼ同様の教育重視の処遇が行わ
れていること，厳罰化の世論も高まる中
でも，少年裁判所への全件送致，少年裁
判所先議のほか，逆送事件の刑事裁判も同じ少年裁判所が扱い，保護から刑罰
まで一貫して少年専門の調査官・裁判官が関わるなど，保護教育主義が相応に
貫徹されていると感じられた。
また，全般的に司法予算の桁が違うのではないかという思いを一再ならず懐
かされた。この点は，司法院の所管範囲が我が国よりも広いので単純には比較
58 立教法務研究 第号（2015）
できないが，2014 年度の全予算中の司法関係予算は 1.16％とのことであった。
 比較法制的意義
比較法制に関する調査・研究は，各国の法制度の詳細を把握すること その
ためには，法文・文献のみならず，彼我の実際の実務運用も把握することも必
要である に加え，その国の政治，経済，宗教，民族性，歴史，文化などを総
合的に比較検討する困難な作業である。現在，北欧諸国やスイスなどの調査も
行っているが，それぞれの学ぶべきものの多さとともに，彼我の国情の違いの
大きさ，共通評価の困難さも痛感させられている。
これに対し，台湾は，法制度のみならず，アジアの近隣で農耕文化を基礎と
して近代工業化が相当進んでいること，人口密度が高いこと，民族性にも近似
性を感じることなどから，学ぶべきことも多いと思われる。
この調査には，ご厚情・ご支援をいただいた司法院頼浩敏院長，準備段階か
ら現地調査の同行まで終始お世話になった司法院の譚鈺熹保護官，公私ともに
お世話になった台南地方法院の林臻嫺裁判官，通訳のほか，有益な文献・資料
を提供していただいた台中の東海大学（当時・現台南の成功大学）陳運財教授を
はじめとする台湾の司法関係者に大変お世話になった。この場を借りて厚く御
礼申し上げる次第である。
【この調査研究は，JSPS科研費 25285024 の助成を受けて行ったものである。】
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